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第一部　企業情報
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第１　企業の概況

１．主要な経営指標等の推移

(1）連結経営指標等

回 次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期

会 計 期 間
自平成12年４月１日
至平成12年９月30日

自平成13年４月１日
至平成13年９月30日

自平成14年４月１日
至平成14年９月30日

自平成12年４月１日
至平成13年３月31日

自平成13年４月１日
至平成14年３月31日

売上高 (千円) 7,306,614 7,624,595 7,583,212 17,980,667 18,538,324

経常利益 (千円) 196,320 149,675 189,655 1,574,999 1,263,732

中間(当期)純利益 (千円) △　 352,486 25,136 71,449 365,221 589,555

純資産額 (千円) 11,867,690 12,318,259 12,677,401 12,608,156 12,894,942

総資産額 (千円) 19,795,451 19,180,367 17,215,219 20,558,808 20,414,344

１株当たり純資産額 （円） 914.39 949.15 977.15 971.42 993.78

１株当たり中間(当期)純利益金額 （円） △　　 27.16 1.94 5.51 28.14 45.43

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 60.0 64.2 73.6 61.3 63.2

営業活動による
キャッシュ・フロー (千円) 1,631,367 191,422 1,426,447 1,365,999 188,847

投資活動による
キャッシュ・フロー (千円) △　 133,096 △　 148,560 △　 351,834 △　 260,721 △　 225,036

財務活動による
キャッシュ・フロー (千円) △　 626,432 △　 556,824 △ 1,667,184 △　 826,458 △　 666,599

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 (千円) 7,506,910 6,392,838 5,618,937 6,911,162 6,212,694

従業員数
[外、平均臨時雇用者数] （人）

826
（266）

802
（259）

804
（355）

806
（258）

819
（328）

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．第51期中の中間純利益の大幅な減少は、退職給付に係る新会計基準適用に伴う退職給付変更時差異の一

括処理等によるものであります。

４．当中間連結会計期間から、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に当たって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回 次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期

会 計 期 間
自平成12年４月１日
至平成12年９月30日

自平成13年４月１日
至平成13年９月30日

自平成14年４月１日
至平成14年９月30日

自平成12年４月１日
至平成13年３月31日

自平成13年４月１日
至平成14年３月31日

売上高 (千円) 5,442,546 5,718,354 5,152,844 13,480,501 13,836,540

経常利益 (千円) 311,719 227,869 105,516 1,275,909 981,359

中間(当期)純利益 (千円) △　 162,414 106,017 51,197 332,028 480,261

資本金 (千円) 1,707,000 1,707,000 1,707,000 1,707,000 1,707,000

発行済株式総数 （株） 12,979,200 12,979,200 12,979,200 12,979,200 12,979,200

純資産額 (千円) 11,293,108 11,590,563 11,746,040 11,787,550 11,970,624

総資産額 (千円) 18,092,994 17,118,268 15,009,498 18,601,399 18,116,131

１株当たり純資産額 （円） 870.09 893.08 905.37 908.19 922.54

１株当たり中間(当期)純利益金額 （円） △　　 12.51 8.17 3.95 25.58 37.01

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 （円） － － － － －

１株当たり中間(年間)配当額 （円） － － － 20.00 20.00

自己資本比率 （％） 62.4 67.7 78.3 63.4 66.1

従業員数
[外、平均臨時雇用者数] （人）

243
（ 19）

247
（ 18）

238
（ 18）

240
（ 19）

238
（ 18）

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．第51期中の中間純利益の大幅な減少は、退職給付に係る新会計基準適用に伴う退職給付変更時差異の一

括処理等によるものであります。

４．第51期の１株当たり配当額20円は、株式公開５周年記念配当５円を含んでおります。

５．第52期の１株当たり配当額20円は、創立50周年記念配当５円を含んでおります。

６．第52期中より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり中

間（当期）純利益金額の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。

７．当中間会計期間から、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に当たっては、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。
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２．事業の内容

　当社グループは、中間連結財務諸表提出会社（当社）及び関係会社（子会社８社及び関連会社１社）により構

成されており、主な事業として、医療設備工事、保守点検、医療機器の製造販売、病院内物流管理受託業務、医

療施設コンサルティング業務を行っております。

　なお、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しているため、事業部門等により区分しております。

区 分 主 要 品 目 主 要 な 会 社

設備工事・コ

ンサルティン

グ

当社医療設備工事 医療ガス供給設備、手術室関連設

備・ＩＣＵウォール、病室用ウォー

ル

保守点検及び

補修工事

㈱エフエスユニ

㈱エフエスユニ関東

㈱エフエスユニ関西

㈱エフエスユニ東北

㈱エフエスナゴヤ

製品の製造及

び製品・商品

の販売

当社、韓国ユニ㈱

部品加工 韓国セントラル㈱

医療機器 湿潤器、吸引器、注射薬自動ピッキ

ング装置、フードサービス管理シス

テム

医療機器製品

の海外調達

台湾優寧股 有限公司

医

療

事

業

病院内物流管理業務 医療用消耗品の搬送及び在庫管理 製品の販売

物流管理

㈱エフエスユニマネジメント

　（注）　平成14年４月１日付で株式会社シー・アール・アイを吸収合併しております。

３．関係会社の状況

　平成14年４月１日付にて、次の連結子会社を吸収合併しております。

名　　称 住　所 資　本　金
主　要　な
事業の内容

議決権の所有（又
は被所有）割合 関係内容

（連結子会社）
㈱シー・アール・アイ 東京都中央区 15百万円 コンサルティング 100.0％

医療関連情報の購入
医療設備材料の購入

　当社は、平成14年９月30日開催の取締役会において、100％出資子会社である、株式会社エフエスユニと株式会

社エフエスユニ関西ならびに株式会社エフエスユニ関東と株式会社エフエスユニ東北について、医療を取り巻く環

境の変化に対処しうる強固な事業基盤の確立および経営の効率化・合理化をはかるため、メンテナンス子会社再編

の決議を行い、平成15年４月１日に、株式会社エフエスユニと株式会社エフエスユニ関東を存続会社とする吸収合

併をいたします。

　なお、合併後における当該子会社の商号は、株式会社エフエスユニ西日本と株式会社エフエスユニ東日本といた

します。

４．従業員の状況

(1）連結会社の状況 平成14年９月30日現在

従業員数 804（355）人

　（注）　従業員数は就業人員（日酸ＴＡＮＡＫＡ株式会社への出向者７人を除いております。）であり、臨時雇用

者数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況 平成14年９月30日現在

従業員数 238（18）人

　（注）　従業員数は就業人員（日酸ＴＡＮＡＫＡ株式会社への出向者７人を除いております。）であり、臨時雇用

者数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２　事業の状況

１．業績等の概要

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、世界経済の先行き不透明感や長引く企業業績の不振に伴い、設

備投資の減少、株価の低迷、高い失業率など厳しい状況が続き、景気は底打ち感のないまま低調に推移いたしま

した。

　このような状況のもと医療を取り巻く環境は、総医療費抑制策に基づいた医療保険制度体系の見直し、診療報

酬の改定、また「患者の選択の尊重と情報提供」「質の高い効率的な医療提供体制」「国民の安心のための基盤

づくり」を基本に医療提供体制の改革が検討されるなど、大きく変革しております。

　このような動向を踏まえ、当社グループは、院内感染対策のニーズに対し、積極的な営業展開を行い、院内感

染防止機器を拡販いたしました。また効率的な病院経営が求められるなか、情報システムにリンクした医薬品・

診療材料等の効率的な管理と個別原価把握を可能にした電子収納庫（ユニ・オムニセル）等の経営効率化機器の

販売に注力いたしました結果、医療機器製品商品等の売上高は順調に推移し、37億68百万円（前年同期比33.9％

増）となりました。

　一方、医療設備工事では高度な治療環境が求められている急性期病院の建て替え、リニューアルに対し、営業

を強化いたしましたが、病院建設に関わる設備投資の抑制、価格競争の激化により医療設備工事の売上高は23億

78百万円（前年同期比32.3％減）となりました。

　院内物流管理受託業務は、病院の経営効率化ニーズを受け堅調に推移し、売上高は14億36百万円（前年同期比

10.5％増）となりました。

　以上の結果、当社グループ全体の売上高は75億83百万円（前年同期比0.5％減）となりました。

　なお、原価低減の取り組みとして生産工程の見直しによる仕入れコスト低減、部品の標準化ならびに業務効率

の改善による労務費削減を行いました。さらに全社的な販管費の節減に努めました結果、営業利益は１億70百万

円（前年同期比59.3％増）、経常利益は１億89百万円（前年同期比26.7％増）、中間純利益は71百万円（前年同

期比184.2％増）と改善いたしました。

　今後の見通しといたしましては、米国経済の減速による影響で、わが国経済の回復はさらに遅れるものと思わ

れます。

　医療業界におきましても、公共投資、民間設備投資の縮小傾向を受け、病院の建設需要、備品購入などの減少

が予想されます。

　一方、医療制度改革が進み、医療機関の高い安全性、質の向上、効率的な運営が今後さらに求められてまいり

ます。

　このような状況のもと、当社グループは、急性期医療を担う病院に対し、安全・確実性を追求した医療設備の

構築をグループを通じてトータルに提供し、コンサルティングから保守管理まで一貫したサービスが提供できる

強みを活かし、コア商品である医療設備機器のシェア拡大並びに院内感染防止機器、経営効率化機器の拡販、物

流管理事業の受託数確保に努めます。

　なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大き

いため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。

　ちなみに、当中間連結会計期間の売上高は7,583百万円でありましたが、前中間連結会計期間の売上高は7,624

百万円、前連結会計年度における売上高は18,538百万円であります。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少

等により資金が増加しましたが、仕入債務の減少、有形固定資産の取得および短期借入金の減少等により資金が

減少したため、前中間連結会計期間末に比べ７億73百万円減少し、当中間連結会計期間末には56億18百万円とな

りました。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　仕入債務の減少により15億98百万円資金が減少しましたが、売上債権の減少により30億17百万円資金が増加し

たため、営業活動の結果得られた資金は14億26百万円（前年同期比12億35百万円増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による資金の減少３億円を主な要因とし、投資活動の結果使用した資金は３億51百万円

（前年同期比２億３百万円減）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務体質の強化による短期借入金の減少14億円を主な要因とし、財務活動の結果使用した資金は16億67百万円

（前年同期比11億10百万円減）となりました。

２．生産、受注及び販売の状況

(1）生産実績

　当社グループにおける生産実績につきましては、当社以外は、生産実績を区分表示することが困難であるため

記載しておりません。

　なお、参考資料として当社単独の生産実績について品目別に示すと、次のとおりであります。

提出会社 （単位：千円）

品 目 別 区 分
当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 前 年 同 期 比

医 療 設 備 工 事 1,234,668 △ 50.9工

事 小 計 1,234,668 △ 50.9

医 療 機 器 931,106 0.4

物 品 管 理 316,280 100.3

そ の 他 793,692 185.9

医

療

事

業

製

品
小 計 2,041,078 49.7

合 計 3,275,747 △ 15.6

　（注）１．金額は、製造原価で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

％
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(2）受注状況

　当社グループにおける受注状況につきましては、当社以外は、受注内容を区分表示することが困難であるため

記載しておりません。

　なお、参考資料として当社単独の受注状況について品目別に示すと、次のとおりであります。

提出会社 （単位：千円）

品 目 別 区 分 受 注 高 前 年 同 期 比 受 注 残 高 前 年 同 期 比

医 療 設 備 工 事 1,908,521 △ 22.4 5,337,150 △ 26.3工

事 小 計 1,908,521 △ 22.4 5,337,150 △ 26.3

医 療 機 器 1,367,917 △ 10.3 928,449 △ 39.5

物 品 管 理 845,451 131.1 736,129 72.0

そ の 他 345,570 △ 45.9 564,720 △ 46.4

医

療

事

業

製

品

・

商

品 小 計 2,558,938 1.1 2,229,299 △ 26.1

合 計 4,467,459 △ 10.5 7,566,449 △ 26.2

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

品 目 別 区 分
当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 前 年 同 期 比

医 療 設 備 工 事 2,378,731 △ 32.3工

事 小 計 2,378,731 △ 32.3

医 療 機 器 2,227,156 6.8

物 品 管 理 1,436,283 10.5

そ の 他 1,541,041 111.5

医

療

事

業

製

品

･
商

品 小 計 5,204,481 26.5

合 計 7,583,212 △　0.5

％％

％
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３．対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４．経営上の重要な契約等

　特記すべき事項はありません。

５．研究開発活動

　当社グループは、常に顧客ニーズに基づく課題解決を捉えて積極的に製品開発を行っております。そのためユー

ザーである医療現場から問題点の情報収集を行い、これに対応する製品開発を行っております。

　また、経営効率面から現状調査・分析による課題対策などの提案を行っております。

　当中間連結会計期間における主な研究開発は、使い易さと安全性を追求した高機能医療設備機器の開発及び、院

内感染防止機器の開発であります。

　その研究開発費は、27,065千円であります。
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第３　設備の状況

１．主要な設備の状況

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２．設備の新設、除却等の計画

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

投 資 予 定 金 額 着手及び完了予定年月
会 社 名
事 業 所 名 所 在 地

事業の種類
別セグメン
ト の 名 称

設備の内容 総 額
（百万円）

既支払額
（百万円）

資金調達
方 法 着 手 完 了

完了後の
増加能力

当社
東京支社

東京都
千代田区 医療事業

統括業務施設
営業関連設備 1,210 70 自己資金

平成14年
７月
平成15年
９月 （注）２

当社
東京支社北
関東事務所
及び㈱エフ
エスユニ関
東本社

埼玉県
さいたま市 医療事業

統括業務施設
営業関連設備 344 207 自己資金

平成14年
７月
平成15年
10月 （注）３

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．準本社機能を備え意思決定の迅速化および営業力の強化を図るものであります。

３．経営基盤の再構築を図るものであります。
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第４　提出会社の状況

１．株式等の状況

(1）株式の総数等

①　株式の総数

種 類 会社が発行する株式の総数

普通株式 20,000,000株

計 20,000,000株

　（注）　当会社の発行する株式の総数は、自己株式の消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずる

旨、定款に定めております。

　なお、当中間会計期間は、自己株式の消却は行っておりません。

②　発行済株式

種 類
中間会計期間末現在発行数
(平成14年９月30日)

提出日現在発行数
(平成14年12月20日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 内 容

普通株式 12,979,200株 12,979,200株 日本証券業協会 －

計 12,979,200株 12,979,200株 － －

(2）新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

(3）発行済株式総数、資本金等の状況

発 行 済 株 式 総 数 資 本 金 資 本 準 備 金
年 月 日

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高

株 株 千円 千円 千円 千円

平成14年４月１日 － 12,979,200 － 1,707,000 （注） 2,431 2,863,061

　（注）　100％出資の連結子会社　株式会社シー・アール・アイを吸収合併したことによるものであります。

(4）大株主の状況 平成14年９月30日現在

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数
発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

千株 ％

セントラルユニ従業員持株会 北九州市小倉北区清水１－13－20 905 6.98

増 田 貞 満 北九州市小倉南区山手３－10－10 862 6.65

荒 井 範 雄 北九州市小倉南区葛原２－６－９ 770 5.94

荒 井 精 一 北九州市小倉南区葛原２－６－９ 622 4.80

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 585 4.51

田 中 貞 夫 東京都中野区中央１－27－３－401 506 3.90

株 式 会 社 西 日 本 銀 行 福岡市博多区博多駅前１－３－６ 437 3.37

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 432 3.33

株 式 会 社 福 岡 銀 行 福岡市中央区天神２－13－１ 397 3.06

株 式 会 社 肥 後 銀 行 熊本県熊本市練兵町１番地 391 3.01

計 5,910 45.54
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(5）議決権の状況

①　発行済株式 平成14年９月30日現在

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　5,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,884,000 12,884 －

単元未満株式 普通株式 　　90,200 － －

発行済株式総数 12,979,200 － －

総株主の議決権 － 12,884 －

②　自己株式等 平成14年９月30日現在

所有者の氏名
又 は 名 称

所有者の住所 自己名義所有
株 式 数（株）

他人名義所有
株 式 数（株）

所有株式数の
合　計　（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の　割　合（％）

株式会社セントラ
ルユニ

北九州市小倉北区
清水1-13-20 5,000 － 5,000 0.04

計 － 5,000 － 5,000 0.04

２．株価の推移

月 別 平成14年４月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月

最 高 530 595 545 600 520 560
当該中間会計期間に

おける月別最高・最

低株価
最 低 440 450 495 495 470 450

　（注）　最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。

３．役員の状況

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

　該当事項はありません。

(2）退任役員

　該当事項はありません。

(3）役職の異動

新 役 名 新 職 名 旧 役 名 旧 職 名 氏 名 異動年月日

取締役 グループ会社管掌 取締役 医療設備部長 西坂　崇 平成14年７月１日

円

円
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第５　経理の状況

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30

日まで）及び前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成14

年４月１日から平成14年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の中

間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。
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１．中間連結財務諸表等

(1）中間連結財務諸表

①　中間連結貸借対照表
（単位：千円）

前中間連結会計期間末

(平成13年９月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

１．現 金 及 び 預 金 5,299,849 5,654,901 6,212,694

２．受取手形及び売掛金 ※１ 5,729,059 4,857,734 7,875,123

３．有 価 証 券 1,092,988 － －

４．た な 卸 資 産 3,034,430 2,482,479 2,395,400

５．繰 延 税 金 資 産 138,103 153,596 107,024

６．そ の 他 162,161 200,477 176,567

貸 倒 引 当 金 △　　9,025 △　 13,617 △　 14,317

流 動 資 産 合 計 15,447,568 80.5 13,335,571 77.5 16,752,492 82.1

Ⅱ 固定資産

１．有形固定資産

(1）建物及び構築物 1,903,394 1,908,865 1,904,336

減価償却累計額 881,755 1,021,639 962,542 946,323 924,671 979,664

(2）工具器具及び備品 722,086 736,138 726,630

減価償却累計額 486,132 235,953 539,305 196,832 515,447 211,183

(3）土 地 1,240,102 1,445,526 1,240,102

(4）建 設 仮 勘 定 － 71,722 －

(5）そ の 他 229,796 200,465 213,794

減価償却累計額 147,292 82,504 147,506 52,959 148,214 65,579

有形固定資産合計 2,580,199 13.5 2,713,363 15.7 2,496,529 12.2

２．無形固定資産 90,447 136,399 133,076

無形固定資産合計 90,447 0.5 136,399 0.8 133,076 0.7

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 251,238 247,622 239,615

(2）繰延税金資産 343,572 347,739 342,614

(3）そ の 他 467,340 434,521 450,015

投資その他の資産合計 1,062,151 5.5 1,029,883 6.0 1,032,245 5.0

固定資産合計 3,732,799 19.5 3,879,647 22.5 3,661,851 17.9

資 産 合 計 19,180,367 100.0 17,215,219 100.0 20,414,344 100.0
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（単位：千円）

前中間連結会計期間末

(平成13年９月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

１．支払手形及び買掛金 2,969,200 2,365,291 3,963,853

２．短 期 借 入 金 1,640,000 130,000 1,530,000

３．未 払 金 199,501 155,282 201,041

４．未 払 法 人 税 等 110,345 158,750 188,787

５．未 払 消 費 税 等 48,566 50,794 106,791

６．前 受 金 439,696 197,328 102,672

７．賞 与 引 当 金 306,900 287,736 227,200

８．そ の 他 259,390 276,522 301,983

流 動 負 債 合 計 5,973,602 31.2 3,621,707 21.0 6,622,329 32.4

Ⅱ 固定負債

１．退職給付引当金 790,920 819,945 793,279

２．役員退職引当金 18,926 16,344 18,926

３．そ の 他 3,000 3,000 3,000

固 定 負 債 合 計 812,847 4.2 839,290 4.9 815,205 4.0

負 債 合 計 6,786,450 35.4 4,460,997 25.9 7,437,535 36.4

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 75,657 0.4 76,820 0.5 81,865 0.4

（資本の部）

Ⅰ 資 本 金 1,707,000 8.9 － － 1,707,000 8.4

Ⅱ 資 本 準 備 金 2,860,630 14.9 － － 2,860,630 14.0

Ⅲ 連 結 剰 余 金 7,794,128 40.6 － － 8,358,547 41.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △　 21,898 △ 0.1 － － △　 14,773 △ 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定 △　 21,125 △ 0.1 － － △　 14,679 △ 0.1

Ⅵ 自 己 株 式 △　　　473 △ 0.0 － － △　　1,780 △ 0.0

資 本 合 計 12,318,259 64.2 － － 12,894,942 63.2

Ⅰ 資 本 金 － － 1,707,000 9.9 － －

Ⅱ 資 本 剰 余 金 － － 2,863,061 16.6 － －

Ⅲ 利 益 剰 余 金 － － 8,135,611 47.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － △　　9,553 △ 0.1 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定 － － △　 16,017 △ 0.1 － －

Ⅵ 自 己 株 式 － － △　　2,700 △ 0.0 － －

資 本 合 計 － － 12,677,401 73.6 － －

負債、少数株主持分及び資本合計 19,180,367 100.0 17,215,219 100.0 20,414,344 100.0
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②　中間連結損益計算書
（単位：千円）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 ※４ 7,624,595 100.0 7,583,212 100.0 18,538,324 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 5,177,818 67.9 5,099,180 67.2 12,618,297 68.1

売 上 総 利 益 2,446,776 32.1 2,484,032 32.8 5,920,027 31.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,339,596 30.7 2,313,296 30.5 4,710,701 25.4

営 業 利 益 107,180 1.4 170,736 2.3 1,209,325 6.5

Ⅳ 営業外収益

１．受 取 利 息 3,821 1,768 8,538

２．受 取 配 当 金 1,792 1,755 2,006

３．受 取 賃 貸 料 7,496 8,193 14,371

４．営 業 権 売 却 益 30,000 － 30,000

５．持分法による投資利益 1,445 5,510 3,882

６．そ の 他 14,243 58,800 0.8 10,565 27,793 0.3 25,875 84,674 0.5

Ⅴ 営業外費用

１．支 払 利 息 6,648 3,162 11,901

２．支 払 手 数 料 － 2,500 －

３．支 払 賃 借 料 1,705 1,944 3,770

４．為 替 差 損 7,951 1,220 2,532

５．そ の 他 － 16,305 0.2 47 8,875 0.1 12,062 30,267 0.2

経 常 利 益 149,675 2.0 189,655 2.5 1,263,732 6.8

Ⅵ 特別利益

１．固定資産売却益 ※２ 1,483 92 1,997

２．貸倒引当金戻入益 － 1,483 0.0 900 992 0.0 － 1,997 0.0

Ⅶ 特別損失

１．固定資産除売却損 ※３ 2,000 1,088 5,880

２．有価証券評価損 3,467 6,162 27,347

３．創立50周年記念行事費用 20,096 25,564 0.3 － 7,250 0.1 56,701 89,929 0.5

税金等調整前中間(当期)純利益 125,594 1.7 183,397 2.4 1,175,800 6.3

法人税､住民税及び事業税 117,600 164,570 562,625

法 人 税 等 調 整 額 △　 25,257 92,342 1.3 △　 55,430 109,139 1.5 1,683 564,308 3.0

少 数 株 主 利 益 8,115 0.1 2,808 0.0 21,936 0.1

中間(当期)純利益 25,136 0.3 71,449 0.9 589,555 3.2
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③　中間連結剰余金計算書
（単位：千円）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度の
連結剰余金計算書
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 8,058,224 ―― 8,058,224

Ⅱ 連結剰余金減少高

１．配 当 金 259,582 ―― 259,582

２．役 員 賞 与 29,650 ―― 29,650

（うち、監査役賞与） （1,250） 289,232 （――） ―― （1,250） 289,232

Ⅲ 中間（当期）純利益 25,136 ―― 589,555

Ⅳ 連結剰余金中間期末（期末）残高 7,794,128 ―― 8,358,547

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

１．資本剰余金期首残高 ―― ―― 2,860,630 2,860,630 ―― ――

Ⅱ 資本剰余金増加高

１．
連結子会社合併に
伴う剰余金増加高 ―― ―― 2,431 2,431 ―― ――

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高 ―― 2,863,061 ――

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

１．連結剰余金期首残高 ―― ―― 8,358,547 8,358,547 ―― ――

Ⅱ 利益剰余金増加高

１．中間（当期）純利益 ―― ―― 71,449 71,449 ―― ――

Ⅲ 利益剰余金減少高

１．配 当 金 ―― 259,513 ――

２．役 員 賞 与 ―― 32,440 ――

（うち、監査役賞与） （――） （1,450） （――）

３．
連結子会社合併に
伴う剰余金減少高 ―― ―― 2,431 294,385 ―― ――

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 ―― 8,135,611 ――
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④　中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

前中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー計算書
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 125,594 183,397 1,175,800

減 価 償 却 費 103,633 101,451 216,885

退職給付引当金の増減額（減少：△） 9,260 26,812 9,816

役員退職引当金の増減額（減少：△） △　　5,671 △　　2,582 △　　5,671

賞与引当金の増減額（減少：△） 65,250 60,536 △　 14,450

貸倒引当金の増減額（減少：△） △　　2,145 △　　　699 3,146

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　　5,614 △　　3,523 △　 10,544

支 払 利 息 6,648 3,162 11,901

有 価 証 券 評 価 損 3,467 6,162 27,347

営 業 権 売 却 益 △　 30,000 ― △　 30,000

売上債権の増減額（増加：△） 1,198,474 3,017,226 △　947,556

たな卸資産の増減額（増加：△） △　203,950 △　 88,051 439,966

仕入債務の増減額（減少：△） △　735,968 △1,598,444 266,539

前受金の増減額（減少：△） 182,524 94,668 △　155,425

未払消費税等の増減額（減少：△） △　 23,815 △　 55,947 35,134

役 員 賞 与 の 支 払 額 △　 29,650 △　 32,440 △　 29,650

そ の 他 1,448 △　 92,146 29,378

小　　　　計 659,487 1,619,582 1,022,618

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 7,084 2,938 13,009

利 息 の 支 払 額 △　　4,279 △　　1,496 △　　9,196

法 人 税 等 の 支 払 額 △　470,869 △　194,577 △　837,583

営業活動によるキャッシュ・フロー 191,422 1,426,447 188,847

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出 ― △　 35,964 ―

有形固定資産の取得による支出 △　 69,065 △　300,488 △　 85,986

無形固定資産の取得による支出 ― △　 25,668 △　 66,312

長期前払費用の取得による支出 △　 62,175 ― △　 65,012

営 業 譲 渡 に よ る 収 入 20,000 ― 30,000

そ の 他 △　 37,319 10,285 △　 37,725

投資活動によるキャッシュ・フロー △　148,560 △　351,834 △　225,036

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（減少：△） △　290,000 △1,400,000 △　400,000

配 当 金 の 支 払 額 △　259,582 △　259,513 △　259,582

少数株主への配当金の支払額 △　　6,797 △　　6,750 △　　6,797

そ の 他 △　　　444 △　　　920 △　　　219

財務活動によるキャッシュ・フロー △　556,824 △1,667,184 △　666,599

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △　　4,361 △　　1,185 4,320

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △　518,324 △　593,756 △　698,468

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,911,162 6,212,694 6,911,162

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 6,392,838 5,618,937 6,212,694
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　９社

連結子会社

㈱エフエスユニ、

㈱エフエスユニ関東、

㈱エフエスユニ関西、

㈱エフエスユニ東北、

㈱エフエスユニマネジメント、

㈱シー・アール・アイ、

韓国セントラル㈱、

韓国ユニ㈱、

台湾優寧股 有限公司

　このうち、台湾優寧股 有限

公司については、当中間連結会

計期間において新たに設立した

ことにより当中間連結会計期間

より連結子会社に含めることと

いたしました。

連結子会社の数　　　　　８社

連結子会社

㈱エフエスユニ、

㈱エフエスユニ関東、

㈱エフエスユニ関西、

㈱エフエスユニ東北、

㈱エフエスユニマネジメント、

韓国セントラル㈱、

韓国ユニ㈱、

台湾優寧股 有限公司

　前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱シー・

アール・アイは、平成14年４月

１日付にて吸収合併いたしまし

た。

連結子会社の数　　　　　９社

連結子会社

㈱エフエスユニ、

㈱エフエスユニ関東、

㈱エフエスユニ関西、

㈱エフエスユニ東北、

㈱エフエスユニマネジメント、

㈱シー・アール・アイ、

韓国セントラル㈱、

韓国ユニ㈱、

台湾優寧股 有限公司

　このうち、台湾優寧股 有限

公司は、当連結会計年度におい

て新たに設立したことにより、

当連結会計年度より連結子会社

に含めることとしております。

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　１社

株式会社エフエスナゴヤ

同　　　　左 同　　　　左

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同　　　　左

３．連結子会社の決算日等に関する

事項

　すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

……中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法（評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

……移動平均法による

原価法

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…… 同　　　　左

時価のないもの

…… 同　　　　左

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

……決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

…… 同　　　　左
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前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

②　たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

製品・仕掛品

注文品…個別法による原価

法

標準品…移動平均法による

原価法

原材料

移動平均法による原価法

未成工事支出金

個別法による原価法

②　たな卸資産

商品

同　　　　左

製品・仕掛品

注文品… 同　　　　左

標準品… 同　　　　左

原材料

同　　　　左

未成工事支出金

同　　　　左

②　たな卸資産

商品

同　　　　左

製品・仕掛品

注文品… 同　　　　左

標準品… 同　　　　左

原材料

同　　　　左

未成工事支出金

同　　　　左

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産…定率法

　なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び構築物　　８～47年

工具器具及び備品　２～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産

同　　　　左

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産

同　　　　左

②　無形固定資産…定額法

　自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

③　長期前払費用…定額法

②　無形固定資産

同　　　　左

③　長期前払費用

同　　　　左

②　無形固定資産

同　　　　左

③　長期前払費用

同　　　　左

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

①　貸倒引当金

同　　　　左

①　貸倒引当金

同　　　　左

②　賞与引当金

　従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。

②　賞与引当金

同　　　　左

②　賞与引当金

同　　　　左
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前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

　数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理することとし

ております。

③　退職給付引当金

同　　　　左

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

金の見込額に基づき計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理することとし

ております。

④　役員退職引当金

　当社は、平成11年７月１日

付で役員退職金制度を廃止し

ております。

　なお、役員退職引当金の既

引当金残高は、各役員の退職

時に、当該役員に対する引当

額を支給し、取崩すこととし

ております。

④　役員退職引当金

同　　　　左

④　役員退職引当金

同　　　　左

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

　なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用も、同様に中

間連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同　　　　左

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

　なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用も、同様に連結決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換

算調整勘定に含めて計上してお

ります。
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前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同　　　　左

(5）重要なリース取引の処理方法

同　　　　左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を

採用しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同　　　　左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同　　　　左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針

　取引の執行、管理について

は、取引権限を定めた社内

ルールに基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。

　なお、当中間連結会計期間

には、該当事項はありませ

ん。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針

同　　　　左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針

　取引の執行、管理について

は、取引権限を定めた社内

ルールに基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。

　なお、当連結会計年度に

は、該当事項はありません。

③　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動と

ヘッジ対象の相場変動を比較

し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しておりま

す。

③　ヘッジ有効性評価の方法

同　　　　左

③　ヘッジ有効性評価の方法

同　　　　左

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　　　　左

消費税等の会計処理

同　　　　左

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同　　　　左

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同　　　　左
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　「長期前払費用の取得による支出」は、前中間連結会

計期間まで、投資活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計

期間において、科目の重要性を考慮し、区分掲記してお

ります。

　なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる長

期前払費用の取得による支出は、506千円であります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

取得による支出」は、前中間連結会計期間は「その他」

に含めて表示しておりましたが、科目の重要性を考慮

し、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

　なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「無形固定資産取得による支出」は△4,627千円であ

ります。

追加情報

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

（金融商品会計）

　当中間連結会計期間からその他有

価証券のうち時価のあるものの評価

の方法について、金融商品に係る会

計基準（「金融商品に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成11年１月22日））を適

用しております。

　この結果、その他有価証券評価差

額金△21,898千円、繰延税金資産

（投資その他の資産）15,663千円が

計上されております。

────── （金融商品会計）

　当連結会計年度からその他有価証

券のうち時価のあるものの評価の方

法について、金融商品に係る会計基

準（「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成11年１月22日））を適用し

ております。

　この結果、その他有価証券評価差

額金が△14,773千円計上されたほ

か、投資有価証券が25,340千円減少

し、繰延税金資産（投資その他の資

産）が10,567千円増加しておりま

す。

────── （自己株式及び法定準備金取崩等会

計）

　当中間連結会計期間から「自己株

式及び法定準備金の取崩等に関する

会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当

中間連結会計期間の損益に与える影

響は軽微であります。

　なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の資本の部

及び中間連結剰余金計算書について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。

──────
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成14年９月30日現在）

前連結会計年度
（平成14年３月31日現在）

 

※１．中間連結期末日満期手形の

会計処理

　当中間連結会計期間の末日

は、金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われた

ものとして処理しておりま

す。なお、中間連結期末残高

から除かれている中間連結期

末日満期手形は、次のとおり

であります。

※１．　 ────── ※１．連結会計年度末日満期手形

の会計処理

　当連結会計年度末日満期手

形の会計処理については、当

連結会計年度の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処

理しております。

　当連結会計年度末日満期手

形の金額は次のとおりであり

ます。

受取手形 249,498千円 受取手形 325,097千円

２．　 ────── ２．特定融資枠契約（コミット

メントライン契約）について

２．　 ──────

　当社において運用資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行５行と特定融資枠契約（コ

ミットメントライン契約）を

締結しております。これら契

約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

特定融資枠契約の金額 2,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,500,000千円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

※１．主要な費目と金額は次のとおりで

あります。

※１．主要な費目と金額は次のとおりで

あります。

※１．主要な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給与手当 643,253千円 従業員給与手当 647,930千円 従業員給与手当 1,292,439千円

賞与引当金繰入額 169,496 賞与引当金繰入額 141,291 賞与引当金繰入額 134,449

退職給付費用 70,714 退職給付費用 84,268 退職給付費用 140,156
 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとお

りであります。

 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとお

りであります。

 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとお

りであります。

※３．固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。

※３．固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。

※３．固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。

(1）固定資産売却損 　固定資産売却損 (1）固定資産売却損

その他
(車両運搬具)

1,419千円 その他
(車両運搬具)

1,088千円 その他
(車両運搬具)

2,299千円

計 1,419 計 1,088 計 2,299

(2）固定資産除却損 (2）固定資産除却損

建物及び構築物 186千円 建物及び構築物 186千円

工具器具及び備品 394 工具器具及び備品 3,036

計 581 その他
(車両運搬具)

358

計 3,581

※４．当社グループの売上高は、通常の

営業の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の上半期の売上

高と下半期の売上高との間に著しい

相違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。

※４．　　　同　　　　左 ──────

その他
(車両運搬具)

92千円

計 92

工具器具及び備品 8千円

土　地 1,123

その他
(車両運搬具)

351

計 1,483

工具器具及び備品 8千円

土　地 1,123

その他
(車両運搬具)

865

計 1,997
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成13年９月30日現在） （平成14年９月30日現在） （平成14年３月31日現在）

現金及び預金勘定 5,654,901千円

預金期間が３か月
を超える定期預金

△35,964

現金及び現金同等物 5,618,937

現金及び預金勘定 5,299,849千円

有価証券勘定

追加型公社債投資信託 500,000

マネー・マネジメン
ト・ファンド

592,988

現金及び現金同等物 6,392,838

現金及び預金勘定 6,212,694千円

現金及び現金同等物 6,212,694
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（リース取引関係）

期　　別

項　　目

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

（注）　取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。

（注）　同　　　　左 （注）　取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料期末残高相

当額

１ 年 内 70,408千円 １ 年 内 59,424千円 １ 年 内 60,639千円

１ 年 超 57,892千円 １ 年 超 67,522千円 １ 年 超 52,998千円

合 計 128,300千円 合 計 126,947千円 合 計 113,638千円

（注）　未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

（注）　同　　　　左 （注）　未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。

３．支払リース料、及び減価償

却費相当額

３．支払リース料、及び減価償

却費相当額

３．支払リース料、及び減価償

却費相当額

支払リース料 39,825千円 支払リース料 41,419千円 支払リース料 78,429千円

減価償却費相当額 39,825千円 減価償却費相当額 41,419千円 減価償却費相当額 78,429千円

４．減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数とし

残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具
及び備品

280,386 186,450 93,936

その他(車
両運搬具)

48,030 15,018 33,011

合　　計 328,416 201,469 126,947

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具
及び備品

312,255 205,768 106,487

その他(車
両運搬具)

24,228 2,414 21,813

合　　計 336,483 208,183 128,300

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具
及び備品

329,035 241,491 87,543

その他(車
両運搬具)

34,452 8,357 26,094

合　　計 363,487 249,848 113,638
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（有価証券関係）

（前中間連結会計期間）（平成13年９月30日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取 得 原 価
中間連結貸借対照表
計 上 額 差 額

(1）株式 146,505 108,943 △　37,562

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合　　計 146,505 108,943 △　37,562

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について2,467千円の減損処理を行って

おります。

　なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価の下落率が30％以上の銘柄について、時価が著しく下落し

たと判定し、このうち、時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄についてその回復可能性を検討しておりま

す。

　また、時価が50％以上下落した銘柄については、合理的な反証がない限り、回復する見込みがないほど著

しい下落があったものとみなして、減損処理を行うこととしております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

追加型公社債投資信託 500,000

マネー・マネジメント・ファンド 592,988

非上場株式 38,222

（店頭売買株式を除く）
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（当中間連結会計期間）（平成14年９月30日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取 得 原 価
中間連結貸借対照表
計 上 額 差 額

(1）株式 116,462 100,075 △ 16,386

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合　　計 116,462 100,075 △ 16,386

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について6,162千円の減損処理を行って

おります。

　なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価の下落率が30％以上の銘柄について、時価が著しく下落し

たと判定し、このうち、時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄についてその回復可能性を検討しておりま

す。

　また、時価が50％以上下落した銘柄については、合理的な反証がない限り、回復する見込みがないほど著

しい下落があったものとみなして、減損処理を行うこととしております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 38,222

（店頭売買株式を除く）
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（前連結会計年度）（平成14年３月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

(1）株式 122,625 97,284 △ 25,340

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合　　計 122,625 97,284 △ 25,340

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について26,347千円の減損処理を行っており

ます。

　なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価の下落率が30％以上の銘柄について、時価が著しく下落し

たと判定し、このうち、時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄についてその回復可能性を検討しておりま

す。

　また、時価が50％以上下落した銘柄については、合理的な反証がない限り、回復する見込みがないほど著

しい下落があったものとみなして、減損処理を行うこととしております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 38,222

（店頭売買株式を除く）

（デリバティブ取引関係）

　前中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成14年４月１日

至平成14年９月30日）及び前連結会計年度（自平成13年４月1日　至平成14年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。
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（セグメント情報）

１）事業の種類別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成14年４月

１日　至平成14年９月30日）及び前連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）において、当

連結グループは医療事業のみの単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりませ

ん。

２）所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成14年４月

１日　至平成14年９月30日）及び前連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90％を超えているため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

３）海外売上高

　前中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成14年４月

１日　至平成14年９月30日）及び前連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。



－　　－

（35）／ 02/12/19 9:52（02/12/04 3:31）／ 3710642H_97_02084865／第５－２中間連結財務諸表作成／セントラルユニ／半期

35

（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

949円15銭 977円15銭 993円78銭

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額

1円94銭 5円51銭 45円43銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、転換社

債等潜在株式がないため記載してお

りません。

（追加情報）

　当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。

　なお、同会計基準及び適用指針を

前中間連結会計期間及び前連結会計

年度に適用して算定した場合の１株

当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） － 71,449 －

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円）

－ 71,449 －

期中平均株式数（千株） － 12,975 －

前中間連結会計
期間 前連結会計年度

１株当たり純資
産額

１株当たり純資
産額

949円15銭 993円78銭

１株当たり中間
純利益金額

１株当たり当期
純利益金額

1円94銭 42円93銭
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前連結会計年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

　連結財務諸表提出会社の取引先エ

ルゴテック株式会社が、平成13年11

月２日に東京地方裁判所へ民事再生

手続開始の申立てを行い、平成13年

11月８日に再生手続きの開始が決定

されております。再生計画の決議、

認可等はまだなされておりません。

　なお、同社に対する債権は、

117,987千円であります。

────── ──────

(2）その他

　該当事項はありません。
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２．中間財務諸表等

(1）中間財務諸表

①　中間貸借対照表
（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

１ 現 金 及 び 預 金 4,591,121 4,737,532 5,569,898

２ 受 取 手 形 ※３ 2,727,460 2,093,624 2,808,141

３ 売 掛 金 981,318 1,085,099 2,026,776

４ 完成工事未収入金 1,339,331 900,618 1,811,212

５ 有 価 証 券 1,002,843 － －

６ た な 卸 資 産 2,693,871 2,210,697 2,147,118

７ 繰 延 税 金 資 産 46,879 63,962 56,906

８ そ の 他 103,945 166,762 139,672

貸 倒 引 当 金 △ 　　8,000 △　　14,100 △　　15,000

流 動 資 産 合 計 13,478,772 78.7 11,244,196 74.9 14,544,727 80.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1）建 物 896,434 833,147 861,175

(2）土 地 1,240,102 1,445,526 1,240,102

(3）そ の 他 319,404 332,014 285,909

有形固定資産合計 2,455,942 2,610,688 2,387,188

２ 無形固定資産 33,417 24,680 28,556

３ 投資その他の資産

(1）投資有価証券 553,466 537,708 557,024

(2）繰延税金資産 297,049 298,422 295,573

(3）そ の 他 299,619 293,801 303,062

投資その他の資産合計 1,150,135 1,129,933 1,155,659

固 定 資 産 合 計 3,639,495 21.3 3,765,301 25.1 3,571,404 19.7

資 産 合 計 17,118,268 100.0 15,009,498 100.0 18,116,131 100.0
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（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

１ 支 払 手 形 1,812,192 1,336,009 2,051,690

２ 買 掛 金 431,712 533,859 943,489

３ 工 事 未 払 金 375,158 188,537 601,636

４ 短 期 借 入 金 1,450,000 － 1,300,000

５ 未 払 金 115,464 90,975 109,291

６ 未 払 法 人 税 等 78,827 56,919 126,000

７ 未成工事受入金 372,571 135,776 65,814

８ 賞 与 引 当 金 137,138 118,600 111,000

９ そ の 他 ※２ 100,308 126,142 174,863

流 動 負 債 合 計 4,873,374 28.5 2,586,821 17.2 5,483,786 30.3

Ⅱ 固定負債

１ 退職給付引当金 632,403 657,292 639,794

２ 役員退職引当金 18,926 16,344 18,926

３ そ の 他 3,000 3,000 3,000

固 定 負 債 合 計 654,330 3.8 676,637 4.5 661,720 3.6

負 債 合 計 5,527,704 32.3 3,263,458 21.7 6,145,507 33.9

（資本の部）

Ⅰ 資 本 金 1,707,000 10.0 － － 1,707,000 9.4

Ⅱ 資 本 準 備 金 2,860,630 16.7 － － 2,860,630 15.8

Ⅲ 利 益 準 備 金 243,000 1.4 － － 243,000 1.4

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

１ 任 意 積 立 金 6,000,000 － 6,000,000

２ 中間（当期）未処分利益 802,306 － 1,176,549

その他の剰余金合計 6,802,306 39.7 － － 7,176,549 39.6

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △　　21,898 △ 0.1 － － △　　14,773 △ 0.1

Ⅵ 自 己 株 式 △　　　 473 △ 0.0 － － △　　 1,780 △ 0.0

資 本 合 計 11,590,563 67.7 － － 11,970,624 66.1
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（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成13年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成14年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ 資 本 金 － － 1,707,000 11.4 － －

Ⅱ 資 本 剰 余 金

１ 資 本 準 備 金 － 2,863,061 －

資 本 剰 余 金 合 計 － － 2,863,061 19.1 － －

Ⅲ 利益剰余金

１ 利 益 準 備 金 － 243,000 －

２ 任 意 積 立 金 － 6,200,000 －

３ 中間（当期）未処分利益 － 745,233 －

利 益 剰 余 金 合 計 － － 7,188,233 47.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － △ 　　9,553 △ 0.1 － －

Ⅴ 自 己 株 式 － － △　　 2,700 △ 0.0 － －

資 本 合 計 － － 11,746,040 78.3 － －

負 債 ・ 資 本 合 計 17,118,268 100.0 15,009,498 100.0 18,116,131 100.0
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②　中間損益計算書
（単位：千円）

前中間会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度の
要約損益計算書
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 ※５ 5,718,354 100.0 5,152,844 100.0 13,836,540 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 3,823,225 66.9 3,364,417 65.3 9,402,914 68.0

売 上 総 利 益 1,895,129 33.1 1,788,426 34.7 4,433,625 32.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,754,235 30.6 1,727,967 33.5 3,551,569 25.6

営 業 利 益 140,893 2.5 60,459 1.2 882,056 6.4

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 103,665 1.8 59,468 1.1 135,608 1.0

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 16,689 0.3 14,411 0.3 36,305 0.3

経 常 利 益 227,869 4.0 105,516 2.0 981,359 7.1

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 1,483 0.0 900 0.0 1,997 0.0

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 24,584 0.4 6,530 0.1 88,148 0.6

税引前中間（当期）純利益 204,767 3.6 99,885 1.9 895,208 6.5

法人税、住民税及び事業税 85,739 62,327 415,584

法 人 税 等 調 整 額 13,010 98,750 1.7 △　　13,639 48,688 0.9 △　　　 636 414,947 3.0

中間（当期）純利益 106,017 1.9 51,197 1.0 480,261 3.5

前 期 繰 越 利 益 696,288 694,035 696,288

中間（当期）未処分利益 802,306 745,233 1,176,549



－　　－

（45）／ 02/12/19 9:53（02/12/05 20:09）／ 3710642R_97_02084865／第５－４中間財務諸表作成／セントラルユニ／半期

45

　中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

……中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

……移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

……　同　　　　左

その他有価証券

時価のあるもの

……　同　　　　左

時価のないもの

……　同　　　　左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

……　同　　　　左

その他有価証券

時価のあるもの

……決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

……　同　　　　左

(2）たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

製品・仕掛品

注文品……個別法による原価法

標準品……移動平均法による原

価法

原材料

移動平均法による原価法

未成工事支出金

個別法による原価法

(2）たな卸資産

商品

同　　　　左

製品・仕掛品

同　　　　左

原材料

同　　　　左

未成工事支出金

同　　　　左

(2）たな卸資産

商品

同　　　　左

製品・仕掛品

同　　　　左

原材料

同　　　　左

未成工事支出金

同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産……定率法

　なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物　　８～47年

工具器具及び備品　２～20年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　　左

(2）無形固定資産……定額法

　自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

(3）長期前払費用……定額法

(2）無形固定資産

同　　　　左

(3）長期前払費用

同　　　　左

(2）無形固定資産

同　　　　左

(3）長期前払費用

同　　　　左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　　　　左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　　　　左
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前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

(2）賞与引当金

同　　　　左

(2）賞与引当金

同　　　　左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処理するこ

ととしております。

(3）退職給付引当金

同　　　　左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から損益処理

することとしております。

(4）役員退職引当金

　役員退職金制度は、平成11年

７月１日付で廃止しておりま

す。

　なお、役員退職引当金の既引

当金残高は、各役員の退職時

に、当該役員に対する引当額を

支給し、取崩すこととしており

ます。

(4）役員退職引当金

同　　　　左

(4）役員退職引当金

同　　　　左

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

同　　　　左

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

５．リース取引の処理方法

同　　　　左

５．リース取引の処理方法

同　　　　左

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　為替変動リスクのヘッジにつ

いて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を採用し

ております。

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同　　　　左

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同　　　　左
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前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針

　取引の執行、管理について

は、取引権限を定めた社内ルー

ルに基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

　なお、当中間会計期間には、

該当事項はありません。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針

同　　　　左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針

　取引の執行、管理について

は、取引権限を定めた社内ルー

ルに基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

　なお、当期には該当事項はあ

りません。

(3）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動とヘッ

ジ対象の相場変動を比較し、そ

の変動額の比率によって有効性

を評価しております。

(3）ヘッジ有効性評価の方法

同　　　　左

(3）ヘッジ有効性評価の方法

同　　　　左

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同　　　　左

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同　　　　左

表示方法の変更

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

　「繰延税金資産」（流動資産）は、前中間期まで流動

資産「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

期末において、科目の重要性を考慮し、区分掲記してお

ります。

　なお、前中間期末の「繰延税金資産」（流動資産）の

実績は、47,312千円であります。

　「繰延税金資産」（投資その他の資産）は、前中間期

まで投資その他の資産「その他」に含めて表示しており

ましたが、当中間期末において、科目の重要性を考慮

し、区分掲記しております。

　なお、前中間期末の「繰延税金資産」（投資その他の

資産）の実績は、276,186千円であります。

──────
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追加情報

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

（金融商品会計） ────── （金融商品会計）

　当中間会計期間からその他有価証

券のうち時価のあるものの評価方法

について、金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成11年１月22日））を適用してお

ります。

　この結果、その他有価証券評価差

額金△21,898千円、繰延税金資産

（投資その他の投資）15,663千円が

計上されております。

　当期からその他有価証券のうち時

価のあるものの評価の方法につい

て、金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

11年１月22日））を適用しておりま

す。

　この結果、その他有価証券評価差

額金が△14,773千円計上されたほ

か、投資有価証券が25,340千円減少

し、繰延税金資産が10,567千円増加

しております。

（自己株式） ────── （自己株式）

　前事業年度において資産の部に計

上していた「自己株式」（前中間会

計期間末175千円、前事業年度末29千

円）は、中間財務諸表等規則の改正

により当中間会計期間末においては

資本の部の末尾に表示しておりま

す。

　前期末において資産の部に計上し

ていた「自己株式」（流動資産29千

円）は、財務諸表等規則の改正によ

り当期末において資本の部の末尾に

表示しております。

────── （自己株式及び法定準備金取崩等会計） ──────

　当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当中間期の損

益に与える影響は軽微であります。

　なお、当中間財務諸表等規則の改

正により、当中間期における中間貸

借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

期　　別
項　　目

前中間会計期間末
（平成13年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成14年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成14年３月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償

却累計額
1,344,952千円 1,450,691千円 1,390,358千円

※２　消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受

消費税等は、相殺のうえ

流動負債「その他」に含

めて表示しております。

同　　　　左 ─

※３　中間期（事業年度）末

日満期手形の会計処理

　当中間会計期間の末日

は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行わ

れたものとして処理して

おります。

　なお、中間期末残高か

ら除かれている中間期末

日満期手形は、次のとお

りであります。

─ 　当期末は、金融機関の

休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとし

て処理しております。

　なお、当期末残高から

除かれている期末日満期

手形は、次のとおりであ

ります。

　受取手形　220,377千円 　受取手形　294,442千円

　４　特定融資枠契約（コ

ミットメントライン契

約）について

─ 　当社においては運用資

金の効率的な調達を行う

ため取引銀行５行と特定

融資枠契約（コミットメ

ントライン契約）を締結

しております。これら契

約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

─

特定融資枠契約の金額

2,500,000千円

借入実行残高 －千円

　差引額 2,500,000千円
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（中間損益計算書関係）

期　　別

項　　目

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前 事 業 年 度       
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,699千円 504千円 2,618千円

有価証券利息 1,506 － 1,704

受取配当金 35,410 31,180 36,114

受取賃貸料 20,713 19,611 40,321

営業権売却益 30,000 － 30,000

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 5,500千円 1,649千円 9,222千円

支払手数料 － 2,500 －

支払賃借料 10,999 10,038 22,158

※３　特別利益の主要項目

(1）固定資産売却益

車両運搬具 351千円 －千円 865千円

工具器具及び備品 8 － 8

土地 1,123 － 1,123

(2）貸倒引当金戻入益 － 900 －

※４　特別損失の主要項目

(1）固定資産除売却損

①　固定資産売却損

車両運搬具 893千円 368千円 1,691千円

②　固定資産除却損

建物 95 － 95

工具器具及び備品 31 － 2,311

(2）有価証券評価損 3,467 6,162 27,347

(3）創立50周年記念行事費用 20,096 － 56,701

※５　売上高の季節的変動 　当社の売上高は、通常

の営業の形態として、上

半期に比べ下半期に完成

する工事の割合が大きい

ため、事業年度の上半期

の売上高と下半期の売上

高との間に著しい相違が

あり、上半期と下半期の

業績に季節的変動があり

ます。

同　　　　左 ─

　６　減価償却実施額

有形固定資産 70,007千円 62,574千円 142,586千円

無形固定資産 6,686 6,759 13,205

長期前払費用 23 52 61
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（リース取引関係）

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間        
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前 事 業 年 度        
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引

（注）取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

同　　　　左 （注）取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料期末残高相

当額

１ 年 内 57,415千円 １ 年 内 45,374千円 １ 年 内 48,132千円

１ 年 超 34,914 １ 年 超 52,860 １ 年 超 36,147

合　計 92,330 合　計 98,235 合　計 84,279

（注）未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。

同　　　　左 （注）未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。

３．当中間期の支払リース料及

び減価償却費相当額

３．当中間期の支払リース料及

び減価償却費相当額

３．支払リース料及び減価償却

費相当額

支払リース料 34,435千円 支払リース料 34,113千円 支払リース料 69,489千円

減価償却費相当額 34,435 減価償却費相当額 34,113 減価償却費相当額 69,489

４．減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

その他 256,568 158,333 98,235

合 計 256,568 158,333 98,235

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

その他 264,384 172,053 92,330

合 計 264,384 172,053 92,330

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

その他 291,387 207,107 84,279

合 計 291,387 207,107 84,279
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（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

893円08銭 905円37銭 922円54銭

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額

8円17銭 3円95銭 37円01銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、転換社

債等潜在株式がないため記載してお

りません。

（追加情報）

　当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。

　なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業年度に適

用した場合の１株当たり情報につい

ては、それぞれ以下のとおりとなり

ます。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） － 51,197 －

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） － 51,197 －

期中平均株式数（千株） － 12,975 －

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資
産額

１株当たり純資
産額

893円08銭 922円54銭

１株当たり中間
純利益金額

１株当たり当期
純利益金額

8円17銭 35円24銭
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

当中間会計期間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

前事業年度
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

　当社の取引先エルゴテック株式会

社が、平成13年11月２日に東京地方

裁判所へ民事再生手続開始の申立て

を行い、平成13年11月８日に再生手

続きの開始が決定されております。

再生計画の決議、認可等はまだなさ

れておりません。

　なお、同社に対する債権は、

117,987千円であります。

────── ──────

(2）その他

　該当事項はありません。
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第６　提出会社の参考情報

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及び
その添付書類

事業年度
（第52期）

　自　平成13年４月１日
　至　平成14年３月31日

平成14年６月28日
福岡財務支局長に提出。
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第二部　提出会社の保証会社等の情報

該当事項はありません。
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